
①新たな中期計画は、今後の「選択と集中の基本的な方向性を示す計画」とする。

→一般財源化に際し、他の公共事業の計画と同様に、計画内容を「事業費」から「達成される成果」に転換。

②計画期間を５年とし、社会資本整備重点計画と一体化する。

③新たな中期計画を踏まえ、地方版の計画をまとめる。

④徹底したコスト縮減、無駄の徹底した排除に取り組む。

道路の「新たな中期計画」のポイント

「社会資本整備重点計画」（案）と道路の中期計画を巡る動向

社会資本整備重点計画を巡る動向 道路の中期計画を巡る動向

17年6月27日 社整審・交政審合同会議にて検討開始

19年7月12日 社整審・交政審合同会議において

計画部会とりまとめの報告

20年5月15日 社整審・交政審計画部会

6月27日 社整審・交政審合同会議

19年11月13日 道路の中期計画（素案）公表

＜今後10年間で65兆円の計画を発表＞

〃 12月 7日 政府・与党合意

＜事業量は、59兆円を上回らない＞

20年 5月13日 閣議決定 （一般財源化）

＜中期計画は5年、最新の需要推計等を基礎に策定＞

〃 12月24日 「新たな中期計画」の公表

【国会で様々な指摘】

・５９兆円が過大
・高速道路だけでなく生活道路の整備を重視すべき

道路に関する様々な議論を踏まえて

重点計画を決定する必要

資料５


